
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

ha

３　主な取組

1

記号

36 7

37 5

38 5

39 5

40 5

41 5

42 5

43 5

287 5

286 5

2

記号

3

記号

44 5

176 1

４-１　施策の評価・検証　（産業振興課）

林道整備重機使用料 産業振興課 維持

朝日小みどりの少年団育成協議会補助金 産業振興課 維持

森林保全推進員活動謝礼 産業振興課 休・廃止

村有林管理巡視謝礼 産業振興課 維持

松くい虫防除対策委託料 産業振興課 維持

森林整備補助金 産業振興課 維持

　

森林資源の活用

維持

松くい虫防除対策補助金 産業振興課 維持

林道整備委託料 産業振興課 維持

林道重機等整備委託料 産業振興課 維持

評価 重点化

　維持 Ａ

事業構成の適正
森林の持つ多面的機能を発揮させるため、計画的な森林整備を推進していく。また、
森林が持つ役割を理解いただくため、子供達や企業等による森林体験や交流の促進を
実施する。

事業の重点化
林業施業者や森林経営管理制度による事業を支援し、計画的な森林整備を推進する。
また松くい虫防除対策を徹底して行い、赤松林の保護に努める。

評価視点 評価コメント

　　

事務事業名 担当課 成果

　

森林と触れ合う機会の提供 総合評価

事務事業名 担当課 成果

　

　

　

　

森林の整備等を通じ、村民同士や企業、村外の人が交流する機会や場を設けることによる、村の豊
かな資源である森林の周知や有効活用 Ａ

コスト

　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ

Ａ 　

維持 Ａ 　

コスト 評価 重点化

皆減 Ｃ 　

事務事業名 担当課 成果

30.0 産業振興課

森林整備の推進 総合評価

計画的な森林整備、里山整備を進めるとともに、県等と連携し、間伐事業や松くい虫対策を推進 Ａ

村有林及び民有林が
整備された面積

5.8 6.4 5.25 9.57

R4 R5 R6
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値 目標値
担当課

H30 R1 R2 R3

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

分収造林整備事業委託料 産業振興課 維持 維持 Ａ 　

企業や土地所有者との交流をあわせた森林整備 産業振興課 拡大 拡大 Ａ 　

森林整備委託料 産業振興課 維持 維持 Ａ 　

総合評価

カラマツ等の村産材について、情報発信や販路拡大に向けた取組を推進し、利活用を図る
木材や特用林産物の生産・利用する企業の誘致や人材の確保 ―

コスト 評価 重点化
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単位目標値 0 単位 回 0 単位

36令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 0 一 般 財 源 0 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

事業廃止 事業は廃止相当とするが、今後鳥獣害対策の計
画に資する調査の検討が必要。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ｂ Ｃ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｃ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ｃ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　廃止としたが、定期的な観測データが更新され
なくなったことで、今後の野生鳥獣被害防止計画
の基礎データ確保が課題。

　今後、鳥獣対策に計画立案が必要だが、定期
的な基礎資料がないため、高額な調査委託を必
要となる可能性がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　鳥獣被害防止のための動向調査や熊出没状況
などを総合的に監視していただいていたが、事業
整理のため、令和2年度末にて廃止。
　生息調査はとりまとめを担当職員により実施。

　鳥獣被害防止を目的とした巡視は、全面廃止と
した。サル被害の低減が図れているが、林内の
巡視は行っていないため、サルがいるか、いない
のか全くの不明。

目標実績値 14 単位 回

そ の 他 特 財

一 般 財 源 84 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 専門的見地を持った巡視員 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 森林資源、環境、鳥獣の保護のため、朝日村森林の現況把握のための現状把握 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 1人×14回　＝　14回の巡視

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 巡視に対する活動謝礼

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

報償費細節名称森林保全推進員活動謝礼

担当者 係長

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀　活動謝礼 84 ➀ 0
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報償費細節名称村有林管理巡視謝礼

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　活動謝礼 90 ➀ 90

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 巡視に対する謝礼

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 村有林の審議会である村有林管理委員 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日村の公有財産である村有林の管理謝礼 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 5人×3回　＝　15回の巡視

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 15 単位 回 15

そ の 他 特 財

一 般 財 源 90 一 般 財 源 90 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 回 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　災害等の確認業務を住民の代表者である村有
林管理委員会に現状を把握していただいた。 　大災害の兆候が林内から始まるため、十分な

巡視を行った。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　今後も継続実施していくこと。

R4から、巡視を他の報酬のうちに含み、廃止。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 90 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

37令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 90 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

周辺市町村では林業振興会や林政委員等の制
度を設けており、議員としての報酬を受けてい
る。朝日村では林務に関する審議に対して、当委
員会が必要。継続的に確認視察をしてもらうこと
で、朝日村の森林の現状について、検討するた
めに継続実施していく。

周辺市町村では林業振興会や林政委員等の制
度を設けており、議員としての報酬を受けてい
る。朝日村では林務に関する審議に対して、当委
員会が必要。継続的に確認視察をしてもらうこと
で、朝日村の森林の現状について、検討するた
めに継続実施していく。ただし、報酬内で対応い
ただく。

回 単位目標値 15 単位 回 15 単位
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委託料細節名称松くい虫防除対策委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　防除委託 8,100 ➀　防除委託 12474

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 松枯れ被害木の伐倒燻蒸処理業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 松枯れ被害木の伐倒燻蒸処理事業者 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 松枯れ被害の低減による森林保護 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 処理量　180㎥

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 175 単位 ㎥ 270

そ の 他 特 財

一 般 財 源 8,085 一 般 財 源 12,474 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ㎥ 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　村内被害木175㎥の伐倒駆除業務の委託を実
施。

　村内被害木270㎥の伐倒駆除業務の委託を実
施。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　現在、環境譲与税財源での実施だが、被害規
模が増加を続けているため、別の財源対策を考
慮する必要がある。

　現在、環境譲与税財源での実施だが、被害規
模が増加を続けているため、令和4年度から国庫
補助事業とする。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金 9,900
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 16,000 予算額 22,000 予算額

地 方 債 地 方 債 12,100 地 方 債

38令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 16,000 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

　金額ベースで、年間1.4倍の増加量を持つの
で、財源に留意しながら対策を進めることで、被
害量の低減を図る。

　金額ベースで、年間1.4倍の増加量を持つの
で、財源に留意しながら対策を進めることで、被
害量の低減を図る。

㎥ 単位目標値 350 単位 ㎥ 480 単位
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千円 単位目標値 8630 単位 千円 15000 単位

39令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 8,630 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

　継続した増嵩の補助制度の堅持が必要なた
め、朝日村の補助上限を目標の金額とし継続す
る。長期的な見通し計画を作成する。

　継続した増嵩の補助制度の堅持が必要なた
め、朝日村の補助上限を目標の金額とし継続す
る。長期的な見通し計画を作成する。
　また、樹種転換などが必要なため、特定間伐促
進計画等を活用した、財源措置を進める。

財源

（千円）

予算額 8,630 予算額 15,000 予算額

地 方 債 地 方 債 15,000 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　補助率が他市村と比べ低いことから、事業体が
朝日村での施業を敬遠しており、他市村と比べ森
林整備が立ち遅れている。

　補助率が他市村と比べ低いことから、事業体が
朝日村での施業を敬遠しており、他市村と比べ森
林整備が立ち遅れている。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　中俣沢団地での整備に対して、増嵩補助を実
施。

　中俣沢団地での整備に対して、増嵩補助を実
施。

目標実績値 8630 単位 千円 8630

そ の 他 特 財

一 般 財 源 8,630 一 般 財 源 8,630 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 林業施業体 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 県が行う公共造林事業に対する地権者負担を軽減するための増嵩補助事業 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 増嵩補助　8630千円

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 信州の森林づくり事業など県事業実施主体に対する補助金制度

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称森林整備補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　増嵩補助 8,630 ➀　増嵩補助 8,630



【朝日村第６次総合戦略】 3 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称松くい虫防除対策補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　予防・駆除事業補助 100 ➀　予防・駆除事業補助 438

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 山林以外の松に対する予防(樹幹注入)と駆除(伐倒駆除)に対する補助事業

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 朝日村民 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 被害が進行する松くい虫被害低減にむけた防除補助事業 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 年間補助件数　10件

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 8 単位 件 18

そ の 他 特 財

一 般 財 源 84 一 般 財 源 438 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　村内造園業者を通じ呼びかけを行い、樹幹注
入の施行を実施。
　予防事業対象木の枯損は現在のところ確認さ
れていない。

　村内造園業者を通じ呼びかけを行い、樹幹注
入の施行を実施。
　予防事業対象木の枯損は現在のところ確認さ
れていない。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　樹幹注入の適期が1月から3月であることから、
利用啓発の呼びかけに難しさがある。

　樹幹注入の適期が1月から3月であることから、
利用啓発の呼びかけに難しさがある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 400 予算額 500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

40令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 400 一 般 財 源 500 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

　事業開始が平成28年であることから、薬剤効果
の観点から5年が樹幹注入の効果期限である。
そのため、従前の実施者に対して、再度樹幹注
入を促しながら実施していく。

件 単位目標値 15 単位 件 20 単位



【朝日村第６次総合戦略】 3 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

道 単位目標値 2 単位 道 5 単位

41令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,200 一 般 財 源 1,200 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

　林道重機等整備委託料と合算予算。予算内の
整備を目指す。経年による地形変更が進み、大
幅な構造物修繕の検討が必要。（予算は林道重
機等整備委託料と合算し計上）

　林道重機等整備委託料と合算予算。予算内の
整備を目指す。経年による地形変更が進み、大
幅な構造物修繕の検討が必要。（予算は林道重
機等整備委託料と合算し計上）

財源

（千円）

予算額 1,200 予算額 1,200 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

他市村に比べ、m辺りの整備金額が小さく問題。 他市村に比べ、m辺りの整備金額、林道整備距
離が小さく問題。雨水排水の未整備個所があり、
集中豪雨を飲みきれない可能性あり。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 道 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

　7月の降雨等による雨水排水施設の閉塞による
路盤損傷への対応。また、閉塞した雨水排水施
設の復旧を実施。上ノ山線。

　中俣、野俣、鉢盛山、曽倉沢など路盤損傷、排
土を実施。林道の維持を行った。

目標実績値 1 単位 道 5

そ の 他 特 財

一 般 財 源 115 一 般 財 源 696 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 林業施業体 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 朝日村村内16路線の林道維持にかかわる重機に係る整備委託料 経費区分 経常

'04 開始年度

新/継 継続

目 標 年間整備林道　2道

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 建設、土木会社への委託による林道整備事業

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称林道整備委託料

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　委託料 177 ➀　委託料 696



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

ha 単位目標値 単位 4 単位

287令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・現地到達困難による問題は林道の開設などで
なければ解消できないので、工種と実施面積の
見直しで安全対策を図り、継続的に整備を行う。
・面積　8ha/年　→　4ha/年
・工種　除伐Ⅱ　→　除伐Ⅰ＋除伐Ⅱ

財源

（千円）

予算額 0 予算額 3,000 予算額

地 方 債 地 方 債

3,000

地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・労災に該当する事案が発生した。現地到達困
難のため、負傷後の対応に問題が生じた。工種
と年間の整備面積について見直しを行い、再発
防止に努める。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 ha 単位

そ の 他 特 財 1,257

取組内容
と成果

除伐8ヘクタールの実施。該当地が朝日村最奥
部にあたるため、実施には現地到達に課題が
残った。

目標実績値 単位 8

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 分収造林契約地（村有林） 補助単独 補助

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 分収造林契約地の整備を行うため 経費区分 臨時

03 開始年度

新/継 新規

目 標 契約地の整備　年4ha

予算科目 款 06 項 02 目

手 段 森林整備委託事業

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称分収造林整備事業委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀委託料 1257



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称森林整備委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　委託料 3432

予算科目 款 06 項 02 目

手 段 所有者が森林整備困難である森林の整備を推進する制度、仕組みを朝日村が構築する。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 朝日村山林一円（ただし、保安林、計画外森林を除く） 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 森林環境譲与税財源の森林経営管理制度、または、森林の整備を推進する施策の委託料 経費区分 臨時

02 開始年度

新/継 新規

目 標 15年以内に対象森林を含む森林の意向調査の完了

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 3,432 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・境界、所有、所在不明の森林情報整理のため、
法令上整備ができる林地台帳のデータを朝日村
構図と登記情報の突合を行った。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

・地域課題に応じた解決手段と実施手法、方針を
市町村ごと定め望むため、課題と解決手段の抽
出を行ったが、専門知識を要するため理解が得
づらい。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 8,000 予算額

地 方 債 地 方 債

8,000

地 方 債

286令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・ロードマップの整備をし、朝日村の課題解決に
Ｐ/Cの高い推進方法を示し、実施する。

単位目標値 単位 単位
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【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ
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③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

千円 単位目標値 120 単位 千円 120 単位

44令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 40 一 般 財 源 40 一 般 財 源

そ の 他 特 財 80 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

森林体験、工作教室の開催、特用林産栽培体験
を実施。学校行事等負担を軽減しながら、実施内
容を精査し、継続実施する。

森林体験、工作教室の開催、特用林産栽培体験
を実施。学校行事等負担を軽減しながら、実施内
容を精査し、継続実施する。

財源

（千円）

予算額 120 予算額 120 予算額

地 方 債 地 方 債

80

地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

　内容について、花壇、畑等が多いため、森林体
験や特用林産栽培体験等の提案を行い実施して
もらうこと。

　内容について、花壇、畑等が多いため、森林体
験や特用林産栽培体験等の提案を行い実施して
もらうこと。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 千円 単位

そ の 他 特 財 80

取組内容
と成果

　花壇の造成や花の苗の寄付、森林体験活動な
ど実施。朝日村の87％を占める森林を担う次世
代の育成に資する。

　花壇の造成や花の苗の寄付、森林体験活動な
ど実施。朝日村の87％を占める森林を担う次世
代の育成に資する。

目標実績値 120 単位 千円 120

そ の 他 特 財

一 般 財 源 120 一 般 財 源 40 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 朝日小学校児童 補助単独 単独

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 緑の募金を財源とする森林や自然を担う次世代の育成事業 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 年間補助額　120万円

予算科目 款 '06 項 '02 目

手 段 自然活動に対する補助金の交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

補助金細節名称朝日小みどりの少年団育成協議会補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

② ②

活動指標

事業費

➀　みどりの少年団への補助金 120 ➀　みどりの少年団への補助金 120



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ
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④ ② ➀

③ ⑤

⑥
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【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 交流会開催　1 単位 回 単位

176令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 150 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

　森林の里親制度は朝日村：(株)ダイドー、三区
生産森林組合：(医)慈泉会(相沢病院)の二例が
あり、開催及び開催協力をすることで、森林への
関心を高め、整備の必要性に理解をいただき、
交流を含めた森林整備の推進を行う。

財源

（千円）

予算額 150 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #N/A 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ３．村の産業振興と村民の雇用確保

主要施策 ３－２．森林の保全と資源の活用に推進します

対 象 森林所有者、支援企業、小学校(みどりの少年団など) 補助単独 0

産業振興課

事 業 名 称

概 要

目 的 森林整備を通じた農村部と都市部の交流事業 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 森林の里親制度等を活用した森林整備等交流会の開催　1回/年

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 森林整備体験会、交流会の開催

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

産業振興課細節名称企業や土地所有者との交流をあわせた森林整備

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀

コロナウイルス感染症の影響で実施できなかったためであり、０予算事業ではない


